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１ 計画策定の目的 

  この計画は、佐渡市総合計画（令和４年３月策定）（以下「佐渡市総合計画」という。）

に掲げる基本方針に則り、将来世代に大きな財政負担を残さないよう、持続可能な財政基

盤を維持するための中長期的な財政収支の見通しを立てるとともに、今後の予算編成に当

たっての指針とするものです。 

 

２ 計画期間及び計画の見直し時期 

  佐渡市総合計画の計画期間に合わせ、令和４年度から令和１３年度までとします。また、

佐渡市総合計画の後期基本計画（令和９年度から１３年度まで）の策定時期に見直しを実

施しますが、地方財政を取り巻く情勢の変化等により、当市の財政状況に大きく影響が及

ぶ場合においても適宜、見直しを実施します。 

 

３ 会計単位 

   一般会計とし、歳入は財源別、歳出は性質別とします。（特別会計等は一般会計からの

繰出金等で計上します。） 
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 ４ 財政状況 

（１） 歳入の状況 

（単位：百万円）

年度 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

市税 5,511 5,474 5,438 5,411 5,241 5,208 5,213 5,120 5,144 5,086

譲与税等 1,467 1,327 1,319 1,355 1,825 1,644 1,714 1,763 1,806 1,929

地方交付税 23,831 23,499 24,372 23,297 23,071 22,286 21,555 20,904 20,300 20,405

国県支出金 8,343 7,469 14,703 7,168 6,912 6,715 7,478 7,639 7,526 14,305

市債 8,512 7,479 11,874 7,551 6,642 5,217 6,172 6,016 3,899 4,314

その他収入 5,607 6,083 6,085 8,841 5,456 5,068 7,903 6,565 7,018 7,379

合計 53,271 51,331 63,791 53,623 49,147 46,138 50,035 48,006 45,693 53,418

標準財政規模 30,122 29,585 30,463 29,349 29,298 28,187 27,159 26,669 25,880 26,168 △ 3,954

・譲与税等は、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税交付金（令和２年度）、地方消費税交付金、ゴル
フ場利用税交付金、自動車取得税交付金（令和元年度まで）、環境性能割交付金（令和元年度から）、国有提供施設等所在市町村助成交付金、地方
特例交付金、交通安全対策特別交付金をいう。
・その他収入は、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入をいう。
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① 歳入総額 

令和２年度決算における一般会計歳入総額は５３４億１８百万円であり、平成２３年度

の５３２億７１百万円と比べ１億４７百万円、０.３％の増となっています。１０年間の

推移を見ると、平成２５年度に合併特例債事業の集中に伴う国庫支出金や市債の増加によ

り過去最大の決算額となり、その後は減少傾向が続きましたが、平成２９年度には、有人

国境離島特別措置法の施行や災害などに伴う国庫支出金や繰入金等により増加し、その後

はまた減少傾向が続きましたが、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症対策に係る国
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庫支出金などにより大幅に増加しています。 

② 市税 

     令和２年度決算において５０億８６百万円であり、平成２３年度の５５億１１百万円と

比べ４億２５百万円、８.３％の減となっており、主に固定資産税が減少しています。 

③ 譲与税等 

 令和２年度決算において１９億２９百万円であり、平成２３年度の１４億６７百万円と

比べ４億６２百万円、３１.５％の増となっており、主に消費税率の２度の引き上げ（平

成２６年４月、令和元年１０月）に伴う地方消費税交付金が増加しています。 

④ 国県支出金 

 令和２年度決算において１４３億５百万円であり、平成２３年度の８３億４３百万円と

比べ５９億６２百万円、７１．５％の増となっており、令和２年度は、特別定額給付金な

どの新型コロナウイルス感染症対策事業により増加しています。 

⑤ 市債 

 令和２年度決算において４３億１４百万円であり、平成２３年度の８５億１２百万円と

比べ４１億９８百万円、４９.３％の減となっており、合併特例債や臨時財政対策債など

が減少しています。 

⑥ その他収入 

 令和２年度決算において７３億７９百万円であり、平成２３年度の５６億７百万円と比

べ１７億７２百万円、３１.６％の増となっており、主に財政調整基金などの繰入金が増

加しています。 

⑦ 地方交付税等 

 地方交付税は、令和２年度決算において２０４億５百万円であり、平成２３年度の２３

８億３１百万円と比べ３４億２６百万円、１４.３％の減となっており、普通交付税の合

併算定替えによる増額部分が平成２６年度から令和元年度にかけて段階的に縮減したこ

となどから減少しています。なお、普通交付税と臨時財政対策債を合わせた実質的な普通

交付税額は、令和２年度決算において１９７億８５百万円であり、平成２３年度の２４８

億４９百万円と比べ５０億６４百万円、２０.４％の減となっています。（図表１参照） 
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■図表１ 

（単位：百万円）

年度 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2
増減

R２－H２３

普通交付税 23,198 22,842 23,698 22,612 22,373 21,294 20,451 19,913 19,073 19,035 △ 4,163

臨時財政対策債 1,651 1,616 1,689 1,583 1,470 1,112 1,101 1,037 803 750 △ 901

合計 24,849 24,458 25,387 24,195 23,843 22,406 21,552 20,950 19,876 19,785 △ 5,064
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（２） 歳出（性質別）の状況 

（単位：百万円）

年度 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2
増減

Ｒ２－Ｈ２３

人件費 7,852 7,757 7,342 7,269 7,179 7,207 7,135 7,075 7,062 7,926 74

物件費 5,765 5,763 5,742 5,923 6,145 5,950 6,036 6,292 5,944 5,766 1

扶助費 3,922 3,976 4,122 4,455 4,474 4,827 4,780 4,525 4,597 4,241 319

補助費等 3,940 3,996 4,140 4,010 4,046 3,898 5,228 4,878 5,094 12,806 8,866

公債費 7,469 7,260 7,623 7,999 7,783 7,634 7,520 7,096 7,594 7,304 △ 165

普通建設事業費 12,062 10,671 21,812 11,919 8,095 7,202 8,422 7,284 5,103 5,956 △ 6,106

その他経費 10,018 9,353 11,006 10,213 9,972 7,915 8,445 8,811 8,205 7,350 △ 2,668

合　計 51,028 48,776 61,787 51,788 47,694 44,633 47,566 45,961 43,599 51,349 321

・その他経費は、維持補修費、投資及び出資金、貸付金、繰出金、積立金、災害復旧事業費をいう。
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① 歳出総額 

 令和２年度決算における一般会計歳出総額は５１３億４９百万円であり、平成２３年度

の５１０億２８百万円と比べ１億４７百万円、０.６％の増となっています。１０年間の

推移を見ると、平成２５年度に合併特例債事業の集中に伴う普通建設事業費の増加により

過去最大の決算額となり、その後は減少傾向が続きましたが、平成２９年度には、有人国

境離島特別措置法の施行や合併特例債事業の集中などに伴う補助費等や普通建設事業費

等により増加し、その後はまた減少傾向が続きましたが、令和２年度は、新型コロナウイ

ルス感染症対策事業に係る補助費等により幅に増加しています。 

② 人件費・扶助費・公債費 

 義務的経費の人件費・扶助費・公債費の合計は、令和２年度決算において１９４億７１
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百万円であり、平成２３年度の１９２億４３百万円と比べ２億２８百万円、１.２％の増

となっており、主に扶助費が増加しています。また、人件費は、会計年度任用職員制度へ

の移行に伴い令和２年度から増加しています。 

③ 物件費 

 物件費は、令和２年度決算において５７億６６百万円であり、平成２３年度とほぼ横ば

いとなっています。 

④ 補助費等 

 補助費等は、令和２年度決算において１２８億６百万円であり、平成２３年度の３９億

４０百万円と比べ８８億６６百万円、３２５.０％の増となっており、平成２９年度の有

人国境離島特別措置法の施行や令和２年度の新型コロナウイルス感染症対策事業により

増加しています。 

⑤ 普通建設事業費 

 普通建設事業費は、令和２年度決算において５９億５６百万円であり、平成２３年度の

１２０億６２百万円と比べ６１億６百万円、５０.６％の減となっており、合併特例債事

業等が減少しています。 

⑥ その他経費 

 その他経費は、令和２年度決算において７３億５０百万円であり、平成２３年度の１０

０億１８百万円と比べ２６億６８百万円、２６.７％の減となっており、基金への積立金

の減少のほか、企業会計移行に伴う繰出金等が減少しています。 
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（３） 市債残高と実質公債費比率の状況 

（単位：百万円）

年度 H23末 H24末 H25末 H26末 H27末 H28末 H29末 H30末 R1末 R2末
増減

Ｒ２末－Ｈ２３末

合併特例債 12,024 13,660 19,578 22,126 23,599 23,698 24,508 25,460 23,161 20,714 8,689

臨時財政対策債 15,048 15,836 16,258 16,726 16,986 16,800 16,533 16,134 15,490 14,781 △ 266

その他の市債 28,016 26,666 25,360 22,763 20,543 18,789 17,398 16,207 15,855 16,364 △ 11,652

合　計 55,088 56,162 61,195 61,615 61,129 59,287 58,439 57,801 54,506 51,859 △ 3,229

実質公債費
比率　 （％）

14.0 13.5 13.3 13.2 13.2 13.4 13.6 13.6 13.4 12.6 △ 1.4

・実質公債費比率は３ヶ年平均
・市債残高は各年度の年度末残高

（単位：百万円）
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① 市債残高 

 市債残高は、令和２年度末時点において５１８億５９百万円であり、平成２３年度末の

５５０億８８百万円と比べ３２億２９百万円、５.９％の減となっています。１０年間の

推移を見ると、合併特例債の発行の増加により平成２６年度末残高が過去最高の６１６億

１５百万円となりましたがその後、減少傾向となっています。 

② 実質公債費比率 

 実質公債費比率は、令和２年度は１２.６％であり、平成２３年度の１４.０％と比べ１.

４ポイント減少しています。１０年間の推移を見ると、平成２３年度以降、減少していま

したが、比率の分子となる元利償還金の増加と分母となる普通交付税の減少等により平成

２８年度から増加したものの、令和元年度からは再び減少傾向に転じています。 
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（４） 基金残高の状況 

（単位：百万円）

年度 H23末 H24末 H25末 H26末 H27末 H28末 H29末 H30末 R1末 R2末
増減

Ｒ２末－Ｈ２３末

財政調整基金 6,456 6,819 9,342 7,972 8,918 9,547 7,178 7,740 7,262 6,082 △ 373

減債基金 2,507 2,880 2,445 2,105 2,811 2,435 2,054 1,802 1,608 1,409 △ 1,098

その他特定目的
基金

10,226 10,449 10,636 11,403 11,378 11,207 11,018 10,170 9,558 9,139 △ 1,086

定額運用基金 1,030 1,030 1,030 1,031 1,031 1,031 1,031 1,031 1,032 1,032 2

合　計 20,218 21,178 23,454 22,510 24,137 24,221 21,281 20,743 19,459 17,662 △ 2,556

・基金残高は各年度の年度末残高
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 基金残高は、令和２年度末時点において１７６億６２百万円であり、平成２３年度末の

２０２億１８百万円と比べ２５億５６百万円、１２.６％の減となっています。１０年間の

推移を見ると、財政調整基金残高の増加により平成２８年度末時点では過去最高の２４２

億２１百万円となりましたが、その後、減少傾向となっています。 
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５ 財政計画策定にあたって 

（１） 持続可能な財政運営に向けて 

 本市の財政構造は、市税等自主財源の割合が低く、地方交付税が約半分近くを占めるな

ど、国・県に財源を依存しており、今後も人口減少や高齢化の進行によって、市税や地方

交付税等の歳入の更なる減少が見込まれます。また、公共施設等の維持管理・更新や地域

医療の確保などの喫緊の課題や多様化する行政需要への対応から、多額の財源確保が必要

となりますが、毎年の当初予算編成においては、財源不足額を多額の財政調整基金の取り

崩しで賄っており、この基調がこのまま続けば財政運営はより一層厳しくなるものと予想

されます。 

財政計画策定にあたり、このような厳しい財政状況下にあっても、新たな佐渡市総合計

画に基づき施策を着実に推進しつつ、持続可能な財政基盤を維持していくためには、更な

る財源確保に加え、行財政改革の推進や事業の不断の見直し・改善により、限られた財源

を効率的・効果的に配分していく必要があります。また、持続可能な財政基盤を維持して

いくための目安として、次の２点に留意し策定します。 

① 財政調整基金残高の確保 

 財政調整基金は、異常気象や天変地異による災害などの突発的な財政需要に常に対応で

きるよう、財政計画の最終年度末（令和１３年度末）の基金残高を標準財政規模の１５％

程度確保できるよう努めます。そのためには、財政調整基金繰入金を年次的に減少させ、

歳入規模に見合った歳出となるよう取り組んで行く必要があります。 

② 公債費の抑制による将来負担の軽減化 

 本庁舎などの合併特例債事業や新病院建設事業が現在進められ、今後も学校の長寿命化

などの大型の建設事業等が想定されます。いずれも市債の借入れが不可欠であることから、

将来世代に過度な財政負担を残さないよう、市債の発行額を元金償還金以下に抑制すると

ともに時限的な財政措置のある起債に留意し、交付税算入率の高い起債を優先的に活用す

ることで、実質公債費比率１８％未満を維持します。 

（２） 推計方法 

 推計にあたっては、令和４年度当初予算をベースに過去の実績等も勘案し推計していま

す。また、今後の国等の制度改正等に伴う変動が生じることも見込まれますが、詳細が不

明なため、現行の地方財政制度を前提として推計しています。 

① 歳入 

区 分 主な推計方法等 

市税 ・人口減少等に伴う個人市民税、法人市民税等の減少や固定資産税の

評価替えによる減少を見込む。 

地方譲与税・交付金

等 

・現行制度に基づく森林環境譲与税や法人事業税交付金の増加を見込

む。また、地方消費税交付金は、国の中長期経済財政試算等を考慮し

増加を見込む。 

地方交付税・臨時財

政対策債 

・普通交付税は、人口急減補正の減や市債の償還に係る交付税算入な

どを反映し減少を見込む。 

・臨時財政対策債は、普通交付税の推計と連動するものとし、令和４
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年度当初予算と同額で見込む。 

・特別交付税は、令和４年度当初予算と同額で見込む。 

国県支出金 ・歳出の減少を考慮し減少を見込む。 

市債 ・合併特例債は、令和５年度に限度額まで発行することで見込む。 

・その他の市債は、現行制度において交付税算入率が高いものを優先

的に発行することで見込む。 

・実質公債費比率に留意する。 

その他収入 ・寄附金は、佐渡ふるさと島づくり寄附金の増加を見込む。 

・繰入金は、財政調整基金繰入金の減少を見込むほか、特定目的基金

については、各基金の目的に沿った繰入を見込むが、基金残高も考慮

し、全体的には繰入の減少を見込む。 

・諸収入は、奨学金貸付金元金収入の増加を見込む。 

② 歳出 

区 分 主な推計方法 

人件費 ・定員適正化計画を踏まえ、減少していくことで見込む。（特別会計

等における人件費分は繰出金等での減少を見込む。） 

物件費 ・歳入規模に見合ったものとなるよう、計画期間を通じて平均１.５％

程度の減少を見込む。 

扶助費 ・障害福祉費が微増する一方で、人口減少に伴う児童福祉費等の減少

を見込む。 

補助費等 ・物件費と同様、平均０.８％程度の減少を見込む。 

公債債 ・合併特例債事業等の普通建設事業費の減少に伴い、発行額の減少が

見込まれることから、公債費においても減少を見込む。 

普通建設事業費 ・合併特例債事業終了後の令和６年度以降は減少を見込むが、学校長

寿命化等、その他普通建設事業費は令和４年度と同程度を維持するも

のとして見込む。 

その他経費 ・出資金は、両津病院建設にかかる元金償還金の増に伴う病院事業会

計への出資金等の増加を見込む。 

・貸付金は、奨学金等の貸付金の減少を見込む。 

・繰出金は、歌代の里特別会計の廃止等、減少を見込む。 
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６ 財政計画（推計表） 

① 歳入の推移 

（単位：百万円）

年度 R4当初 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13
増減

R１３－R４当初

市税 4,910 4,833 4,719 4,648 4,581 4,475 4,413 4,352 4,253 4,197 △ 713

譲与税等 2,043 2,075 2,097 2,110 2,116 2,122 2,135 2,149 2,163 2,170 127

地方交付税 20,500 20,090 20,060 19,880 19,740 19,630 19,450 18,880 18,600 18,270 △ 2,230

国県支出金 7,841 7,748 7,681 7,610 7,531 7,459 7,386 7,316 7,247 7,180 △ 661

市債 4,859 5,703 3,415 3,360 3,323 3,320 3,306 3,302 3,298 3,295 △ 1,564

その他収入 5,207 5,091 4,868 4,682 4,469 4,274 4,000 3,641 3,599 3,538 △ 1,669

合計 45,360 45,540 42,840 42,290 41,760 41,280 40,690 39,640 39,160 38,650 △ 6,710

標準財政規模 25,830 25,377 25,255 25,017 24,816 24,605 24,376 23,759 23,394 23,015 △ 2,815

・譲与税等は、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交
付金、環境性能割交付金、国有提供施設等所在市町村助成交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金をいう。
・その他収入は、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入をいう。
・借換債を除く。

45,360 45,540 
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普通交付税及び臨時財政対策債の推移 

（単位：百万円）

年度 R4当初 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13
増減

R１３－R４当初

普通交付税 18,600 18,190 18,160 17,980 17,840 17,730 17,550 16,980 16,700 16,370 △ 2,230

臨時財政対策債 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 0

合計 18,800 18,390 18,360 18,180 18,040 17,930 17,750 17,180 16,900 16,570 △ 2,230
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② 歳出（性質別経費）の推移 

（単位：百万円）

年度 R4当初 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13
増減

Ｒ１３－Ｒ４当初

人件費 7,978 7,908 7,838 7,768 7,698 7,628 7,558 7,488 7,418 7,348 △ 630

物件費 6,345 6,263 6,188 6,033 5,876 5,711 5,602 5,591 5,563 5,535 △ 810

扶助費 4,141 4,120 4,100 4,079 4,059 4,039 4,018 3,998 3,978 3,958 △ 183

補助費等 6,872 6,865 6,852 6,698 6,554 6,471 6,393 6,397 6,388 6,391 △ 481

公債費 6,387 5,947 5,963 5,946 5,946 5,916 5,822 5,186 4,959 4,759 △ 1,628

普通建設事業費 7,187 7,996 5,453 5,369 5,254 5,158 5,069 5,039 5,014 4,983 △ 2,204

その他経費 6,450 6,441 6,446 6,397 6,373 6,357 6,228 5,941 5,840 5,676 △ 774

合　計 45,360 45,540 42,840 42,290 41,760 41,280 40,690 39,640 39,160 38,650 △ 6,710
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③ 市債残高等の推移 

（単位：百万円）

年度 R４末 R５末 R６末 R７末 R８末 R９末 R１０末 R１１末 R１２末 R１３末
増減

Ｒ１３末－Ｒ４末

合併特例債 18,186 18,476 16,570 14,725 12,900 11,086 9,383 8,203 7,168 6,229 △ 11,957

臨時財政対策債 12,894 11,672 10,533 9,470 8,483 7,563 6,703 5,911 5,237 4,665 △ 8,229

その他の市債 19,289 20,313 21,151 21,819 22,358 22,847 23,245 23,682 24,078 24,471 5,182

合　計 50,369 50,461 48,254 46,014 43,741 41,496 39,331 37,796 36,483 35,365 △ 15,004

実質公債費
比率　 （％）

11.8 11.7 11.8 12.1 12.9 13.6 14.1 14.0 13.8 13.5 1.7

・市債残高は各年度の年度末見込残高
・令和４年度は令和４年度当初予算時点の数値
・実質公債費比率は３ヶ年平均

（単位：百万円）
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④ 基金の推移 

（単位：百万円）

年度 R４末 R５末 R６末 R７末 R８末 R９末 R１０末 R１１末 R１２末 R１３末
増減

Ｒ１３末－Ｒ４末

財政調整基金 5,526 4,912 4,438 4,071 3,809 3,652 3,618 3,645 3,659 3,658 △ 1,868

減債基金 1,282 1,117 972 847 722 607 512 417 342 307 △ 975

その他特定目的
基金

7,780 7,052 6,465 5,954 5,536 5,186 4,927 4,727 4,528 4,328 △ 3,452

定額運用基金 1,032 1,026 1,020 1,014 1,008 1,005 1,005 1,005 1,005 1,005 △ 27

合　計 15,620 14,107 12,895 11,886 11,075 10,450 10,062 9,794 9,534 9,298 △ 6,322

・基金残高は各年度の年度末見込残高
・令和４年度は令和４年度当初予算時点の数値（ただし財政調整基金にあっては前年度決算に伴う積立見込額を加算したもの。）
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⑤ 予算規模の推移（借換債含む） 

（単位：百万円）

年度 R4当初 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13
増減

R１３－R４当初

予算規模（借換
債除く）

45,360 45,540 42,840 42,290 41,760 41,280 40,690 39,640 39,160 38,650 △ 6,710

借換債 2,605 1,121 616 770 1,125 1,497

予算規模（借換
債含む）

45,360 48,145 43,961 42,906 42,530 42,405 42,187 39,640 39,160 38,650 △ 6,710
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７ 持続可能な財政運営に向けた今後の取組 

  財政計画では、人口減少等に伴う市税や普通交付税などの減少が見込まれることに加え、

持続可能な財政基盤を維持していくための財政調整基金などの基金の取り崩しを段階的

に縮減していくなど、歳入の減少を見込んでおり、歳出においても歳入規模に見合ったも

のとなるよう、収支の均衡を図っていく必要があり、そのためには人件費や物件費をはじ

め多岐にわたる経費について、抑制していかなければなりません。その実現のためには「持

続可能な行政改革プラン」等との連携による一層の行政改革の取り組みや毎年度の予算編

成における事務事業の見直し等の取り組みをより一層推進して行く必要があります。 

① 持続可能な行政改革プラン 

・ ICT 技術等を活用した行政事務の効率化 

・ 行政手続きのデジタル化・オンライン化の推進 

・ 官民の役割分担の明確化 

・ 連携・協働の地域づくり 

・ 人材育成 

・ 働き方改革による取組みの推進 

・ 外部人材、専門人材の活用、育成 

・ 機能的な組織体制の構築 

・ 専門的業務、定型的業務の集約化 

・ 公共施設の適正管理 

・ 行政評価を活用した事務事業の見直し 

・ 財源確保（国県などの補助制度） 

② その他予算編成等における取組 

・ 内部事務等における経費節減 

・ 事務事業の重点化 

・ 市単独事業の見直し 

・ 公債費の抑制と平準化 

・ 交付税算入率の高い起債の優先的活用など 
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【参考資料】用語の説明 

市税 個人市民税、法人市民税、固定資産税、国有資産等所在市町村交付金、

軽自動車税、市たばこ税、入湯税です。 

譲与税等 ・地方譲与税…地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税、森林環境譲与税

などがあり、原則、国が国税として徴収し、一定の基準によって地方自

治体に譲与することとされているものです。 

・交付金…利子割交付金、配当割交付金、地方消費税交付金、自動車環

境性能割交付金などがあり、原則、道府県の徴収した税の一部を市町村

に対して交付するものです。 

地方交付税  地方公共団体間における財源の不均衡を調整し、すべての地方公共団

体が一定の水準を維持できるよう財源を保障するという見地から、本

来、地方公共団体の収入とすべき税を国が国税として徴収し、一定の基

準により交付されるもので普通交付税と特別交付税があります。 

・普通交付税…各地方公共団体において合理的基準によって算定したあ

るべき一般財源所要額（基準財政需要額）があるべき収入（基準財政収

入額）を超える額を基礎として交付されるものです。 

・特別交付税…災害など、普通交付税の算定で反映できなかった特別の

財政需要を考慮して交付されるものです。 

標準財政規模  地方公共団体が通常水準の行政活動を行う上で必要な一般財源の総

量を示すもので、標準的な市税、地方譲与税、交付金等の額に普通交付

税等を加え算出するものです。この数値が実質公債費比率などの財政健

全化指標の分母となります。 

市債 地方公共団体が建設事業等を行う際の資金調達のために借入れ、その

返済が一会計年度を越えて行われる政府や金融機関等からの借入金で

す。辺地対策事業債、過疎対策事業債、合併特例債などの国の財源措置

のある起債については、返済年度の普通交付税の算定においてその所要

額が基準財政需要額に加算されます。 

臨時財政対策債 地方財政収支の不足額（国税の一定の基準額では不足する額）を補て

んするため、各地方公共団体が特例として発行する地方債です。その元

利償還金相当額については、全額後年度の基準財政需要額に加算されま

す。 

公債費 市債の元金・利子や一時借入金の利子を支払うための経費です。 

実質公債費比率  地方債制度が許可制から協議制に移行したことにより導入された財

政指標で、公債費による財政負担の程度を表すものです。公営企業（特

別会計を含む）の公債費への一般会計繰出金、債務負担行為に基づく支

出のうち公債費に準ずる経費なども算入されます。この数値が１８％を

超えると、地方債の発行に際し、県の許可が必要になります。 

借換債 耐用年数よりも短い償還年数で発行した市債において、償還年数を耐



- 19 - 

 

用年数の期間内に伸ばして１年あたりの償還額を少なくするため、償還

が終わっていない市債を借り換える資金を調達するために発行する市

債です。 

基金 特定の目的のために積み立てた資金や維持する財産または 

定額の資金を運用するために設ける資金や財産のことを言います。 

・財政調整基金…年度間の財源の不均衡を調整するための基金です。 

・減債基金…市債の償還及び市債の適正な管理に必要な財源を確保し、

財政の健全な運営を行うための基金です。 

・財政調整基金および減債基金を除いた基金を「特定目的基金」「定額

運用基金」として区分しています。 

定員適正化計画 職員数について、これまでの推移とその要因、現在の状況と今後の課

題などを明らかにし、今後の定員管理のあり方について、基本方針、目

標、取組内容を定めた計画のことです。 

 


